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おわりに　
はじめに
　従来から合衆国においては（法学的アプローチを用いた）立法学が盛ん
であることが指摘されている
（１）
。合衆国の立法学に関して、近年とりわけ注
目に値するように思われるのは、州憲法上の、立法プロセスに関する詳細
な規定への関心が高まっているように見受けられることである。それらの
規定には、例えば、法案の三読会制度を定めたり、法案の修正の時期・仕
方に限定を加えるといった純粋に手続的なものもあれば
（２）
、個別法律（pri-
vate act）を禁止・制限したり、法案の表題が内容を正確に表しているこ
とを要求するといった法案の内容を規律するものもある
（３）
。憲法上、かかる
規定が設けられていることは、近年、集合的決定における制度・手続の重
要性が認識されてきていることに照らしても、きわめて興味深い
（４）
。
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　日本においては、しかしながら、これらの規定については、従来あまり
論じられることがなかった
（５）
。そこで本稿は、州憲法に見られる立法プロセ
スに関する種々の規定のうち、ほとんどの州憲法に見られる、法案には単
一の主題しか含んではならないとする、いわゆる、「単一主題ルール
（Single Subject R
（６）
ule）」を取り上げ、かかる規定の意味を検討すること
で、立法プロセスの憲法的規律という問題に示唆を得ることを目的とす
る。
　本稿の構成は次の通りである。そもそも、連邦制の下での連邦と州との
あり方の違いから、合衆国憲法上の立法権と州憲法上の立法権とは、性格
がかなり異なる面がある、そこでまずⅠで、州議会の立法権とそれに対す
る諸々の制限について概観する。その上で次にⅡで、州憲法における単一
主題ルールについて、その導入の経緯と目的を考察する。最後にⅢで、単
一主題ルールに対する、種々の評価を検討する。
註
（１）芦部信喜「日本の立法を考えるにあたって」ジュリ805号10頁（1984）（『人
権と議会制』（有斐閣、1996）所収、332頁）。
（２）この区別については、see, e.g., Adrian Vermeule, The Constitutional Law of 
Congressional Procedure, 71 U. CHI. L. REV. 361, 431─36（2004）.
（３）See infra Prat I. B.
（４）例えば、参照、宇佐美誠『決定』（東京大学出版会、2000）、河野勝『制
度』（東京大学出版会、2002）。
（５）そもそも合衆国の州憲法を対象とした研究自体、先駆的な網羅的研究とし
て小倉庫次『アメリカ合衆国州憲法の研究』（有斐閣、1961）があるものの、
全体としては、従来はあまりなされてこなかったことは、「わが国で『アメリ
カ憲法』というとき、もっぱら合衆国憲法とその解釈が対象として考えられ
ているのが常である」（田中英夫「州における勧告的意見―アメリカ憲法の理
解における州憲法の意義を考えるための例として」［1985─2］アメリカ法189
頁（『英米法研究１　法形成過程』（東京大学出版会、1987）所収、154頁））
という評が、端的に示している。この状況は、特に人権論の分野では、合衆
国における州憲法の「再発見」の影響もあって、近年変わりつつある。州憲
法による人権保障を対象とする近年の浩瀚な研究として、安部圭介「州憲法
の現代的意義（一）～（六・完）」法協120巻２号239頁（2003）～ 122巻１号
（899）
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95頁（2005）。他にも、例えば、州憲法の福祉に関する規定に着目するものと
して、高梨文彦「アメリカの州憲法における福祉の権利」早稲田政治公法研
究71号305頁（2002）、葛西まゆこ「生存権と立法裁量―アメリカ州憲法にお
ける判例展開を手がかりに―」法学政治学論究67号199頁（2005）。
　　　他方、統治機構の分野では、地方自治に関しては、日本国憲法の地方自治
の諸規定が合衆国の州憲法の諸規定の影響を強く受けていることから、比較
的多くの検討がある。例えば、成田頼明「地方自治の保障」田中二郎編集代
表『日本国憲法体系第５巻─統治の機構 II』（有斐閣、1964）175頁以下。
　　　また、日本国憲法89条との関連で、州憲法の規定が検討されている。笹川
隆太郎「日本国憲法第八十九条の原案のモデル」菅野喜八郎教授還暦記念
『憲法制定と変動の法理』207頁（木鐸社、1991）。
（６）この規定については、「一つの法律の中にさまざまの違った事項が含まれて
いると混乱を起すおそれがあるので、それを避けるためである」（小倉・前掲
109─110頁）という説明がされているが、この説明は、しかしながら、以下で
見るようにやや不十分であるように思われる。
Ⅰ　州議会の立法権とその制限
Ａ　州議会の立法権の位置づけ
　合衆国憲法によって授権された権限しか行使できないとされる連邦政府
と異なり、「州政府は、歴史的に、無条件の（plenary）立法権―つまり、
連邦政府に譲り渡されておらず、連邦憲法によって州に禁じられていない
残余の権能―を有すると理解されてきた
（７）
」。
　とりわけ建国期の邦・州においては、立法府の権限が強大であった。例
えば、当時のヴァージニア邦憲法について、Thomas Jeffersonが「立法、
行政、司法に分かれている政府のすべての権力は、結局は立法部に依存し
ているのである。同じ手中にこれらの権力が集中していることは、まぎれ
もなく専制政治に外ならない。」と嘆いたことはよく知られている
（８）
。19世
紀になっても、Alexis de Tocquevilleは、「各州の立法府の前には、これに
抵抗しうるいかなる力も存在しない」と述べている
（９）
。また、特定の個
人・団体や地域にのみ適用される個別法律（private act）の制定も立法権
に含まれると合衆国では考えられている―この点は、合衆国議会にも共通
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のことではあるが―ことも、ここで注目される
（亜）
。
　その後、連邦との関係では、南北戦争後の合衆国憲法の第13ないし第
15修正や、通商条項などの解釈の拡大によって連邦の立法権は拡大し、
反比例して、州議会の立法権は量的に縮小してきた。とはいえ、州議会の
立法権に対するそれらの制限も、州議会の立法権に本質的な変更を迫るも
のではなかったと言うことができるように思われる。
　他方、州憲法の定める州内部での権限分配をみると、州議会の権限は、
全体としてみると、縮小させられてきたといっていいように思われる。か
かる現象は、憲法典の長大化に端的に示されている。というのは、無条件
の立法権を最初に措定するならば、「政府の他の部門に向けられた命令も
禁止も、それどころか市民個人に向けられたものでさえ、矛盾する立法を
無効とするよう働くであろうから、州憲法に含まれうるほとんど全ては立
法府に対する制限として働く
（唖）
」ので、「憲法における詳細な命令・禁止・
規制は全て、実際上は、立法府の立法権の簒奪であり、憲法典の長さはラ
フに言って、ある意味、立法府に課せられた制限の量を示すものである
（娃）
」
からである。
Ｂ　州議会の立法権に対する州憲法上の制限
　州憲法に取り入れられるようになった種々の規定は、立法権の制限とい
う観点からは、次のようなタイプに分類できよう。第一に、立法部以外の
部門の権限を強化するものである
（阿）
。第二に、立法権の実体的制限、すなわ
ち法律でもって規定できることの制限である
（哀）
。そして第三に、立法プロセ
スに関するものがある
（愛）
。
　最後のものについては、例えば、ペンシルバニア州憲法をみると、立法
府の構成等について定めた第Ⅱ編「立法府（Legislature）」とは別に、「立
法（Legislation）」と題するその第Ⅲ編で、「議事手続（procedure）」とい
う見出しのもとに、次のような事柄を規定している。法案の当初の目的を
変えてしまうような審議途中での修正は許されない（第１節）、法案は委
員会へ送付され、印刷され、そして委員会から送り返されるまで検討され
（897）
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てはならない（第２節）、一般歳出法案や法典化・編纂のための法案を除
いて法案は一つの主題しか含んではならず、それは表題に明瞭に表されな
ければならない（第３節）、全ての法案は両院で３日間に分けて検討され
なければならない（第４節）、等々。
　立法手続に関するこのような詳細な規定は、合衆国憲法
（挨）
や日本国憲法に
は見あたらないものであるが、他の州の多くにも―それらの規定全てでは
ないにしても―見られるものである。
　これらのような立法プロセスに関する規定が州憲法に盛り込まれた経緯
については、次のように述べられている。
　1830年代に入り、州の憲法制定者たちは、これらの至高の立法府
に制限を設けようと試みた。はじめ、それらの制限は、立法のプロセ
スに焦点を合わせた。いくつかの州は、あるタイプの立法の採択に特
別多数を要求したが、それは、そのような多数を集めることはうさん
くさい試みには難しいという仮定の下であった。立法プロセスにおけ
るヨリ大きな透明性は立法の濫用を減少させるか、あるいは少なくと
も、それらへの説明責任を増大させると考えて、二枚舌を防止しより
大きな公開性と熟慮を促進するよう設計された手続的制約を課す州も
あった。それ故、州憲法は、全ての法案が委員会に送付されること、
法案は採択される前に３回読み上げられること、法案のタイトルはそ
の内容を正確に表すものであること、単一の主題を含んでいること、
その採択の間にオリジナルの目的を変えてしまうほどに変更されない
ことなどを命じた。他の規定は、法律の修正若しくは改正はそれらの
タイトルへの単なる言及によっては進行されないこと、制定法は平明
な文言で書かれていること、課税法案や歳出法案は記録投票によって
のみ採択されること、そして―もっとも重要なことに―一般法が可能
なときには個別法が採択されてはならないことを規定した。19世紀
末までに、ほとんどの州憲法が、これらの手続的制限のいくつかを含
んだ
（姶）
。
　このように、州憲法上の立法プロセスに関する諸規定は、単に、秩序正
（896）
22
しい立法プロセスを保証するといった、技術的な（その意味で価値中立的
な）ものとして導入されたわけではないと考えられている。次に、その点
を単一主題ルールを中心に詳しく見ていくことにしよう。
註
（７）G. ALAN TARR, UNDERSTANDING STATE CONSTITUTIONS 7（1998）. See also ROBERT F. 
WILLIAMS, STATE CONSTITUTIONAL LAW: CASES AND MATERIALS 749（4th ed. 2006）（州
議会の立法権の性質について述べている諸州の最高裁判所の判決を紹介）； 
JAMES QUALYE DEALEY, GROWTH OF AMERICAN STATE CONSTITUTIONS 214（1915）（「州
は、委任された権限ではなく、始原的な（original）権限を有している。州
は、その領域内では、連邦憲法に見出されうる規制と禁止にのみ服して、そ
の好むことは何であれ合法的になしうる。立法府は、人民の代表として、こ
れらの広大な権限全てをその裁量で行使しうる。執行部門や司法部門はかか
る権能を有しない。」）．安部・前掲註（5）「州憲法（一）」252頁以下も参照。
（８）T.ジェファソン（中屋健一訳）『ヴァジニア覚書』（岩波文庫）215頁。
（９）トクヴィル（松本礼二訳）『アメリカのデモクラシー（上）』（岩波文庫）
141頁。
（10）田中英夫「英米における Private Act（個別法律）―英米の立法権に関する
一考察」『法学協会百周年記念論文集』２巻95頁（有斐閣、1983）（『英米法研
究１　法形成過程』（東京大学出版会、1987）所収、124頁）。
（11）Frank P. Grad, The State Constitution: Its Function and Form for Our Time, 54 
VA. L. REV. 928, 964─65（1968）.
（12）DEALEY, supra note 7, at 215.
（13）連邦憲法とは対照的に、「独立期の州憲法は、執行権の極めて異なるコンセ
プションを体現していた。知事は拒否権を欠くことがよくあり、独立の権能
をほとんど有せず、しばしば支配的な制度である立法府によって選出されて
いた。…1840年代までに、ほとんどの州憲法は、知事の自律と権限を強化す
る方向に修正されあるいは書き直された」（James A. Henretta, Foreword: Re-
thinking the State Constitutional Tradition, 22 RUTGERS L. J. 819, 822（1991）
（citation omitted））。See also TARR, supra note 7, at 122─123（19世紀における
知事の権限強化を叙述）.
　　　司法府については、「南北戦争後、選挙された裁判官もまた、次第に、州立
法府をチェックするようになった。南北戦争前には65の法律しか違憲と判示
しなかったニューヨーク州の Court of Appealsは、1870年から1900年までに約
200の法律を違憲無効とした」（TARR, supra note 7, at 123─24）。州における裁
判官の公選制の導入も、司法の権限を強化するためのものであったことにつ
（895）
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いては、参照、安部・前掲註（5）「州憲法（一）」276─78頁註91。
（14）かかる制限としては、勿論、権利章典を挙げることができるが、それは、
建国期から邦・州憲法には盛り込まれるのが常であった。建国期の各邦憲法
における権利章典については、参照、田中英夫『アメリカ法の歴史　上』92─
96頁（東京大学出版会、1968）。
　　　その後の州憲法の歴史において特徴的なのは、むしろ、通常ならば、法律
において規定されているような事柄が、憲法典に盛り込まれていることであ
る。例えば、「1848年のイリノイ州憲法は、燃料や文具に関する政府契約は最
低価格入札者と結ばれなければならないと定めており、1875年のアラバマ州
憲法は、州や地方の公務員に無料乗車券を配布することを鉄道会社に禁じた」
（TARR, supra note 8, at 125）。
（15）なお、以下で挙げているものの他に、この種の立法プロセスに関わる規定
としては、一九世紀末以降広まった直接民主制の導入が極めて重要である
が、本稿では取り扱わない。また、州議会の権限を弱めることを目的とし
て、会期を短縮する動きも広く見られた。See TARR, supra note 7, at 120.
（16）かかる規定は、合衆国議会では、各院の規則で定められていることがあ
る。例えば、「連邦議会は…単一主題ルールに従うよう求められていない。し
かしながら、上院規則と下院規則は、単一の法案に含まれている無関係な事
項の数を減らすようデザインされている。下院は、立法に対するどんな修正
も関連している（germane）こと、『検討中のものとは異なる主題に関する動
議や提案は、修正の名の下に認められてはならない』ことを求めている。上
院の規則は、関連性要求を含んでいないが（…いくつかの予算法案の文脈を
除いて）、両院とも、実体的立法を歳出法案に置くことを禁じるルールを有し
ている。…連邦の要求は議院規則であるので、それらはその機関によって放
棄（waive）されうる。裁判所は、これらのルールを侵害しているように見え
るどんな法案も、黙示的にその要求を放棄しているものとみなす；裁判所
は、せいぜい、歳出法案への実体法の付加条項を、かかる規定はしばしば十
分な熟慮と活発な討議を伴っていないという理由で、狭く解釈するだけであ
る」（WILLIAM N. ESKRIDGE, JR., PHILIP P. FRICKEY, & ELIZABETH GARRETT, LEGISLATION 
AND STATUTORY INTERPRETATION 172（2000））。
（17）TARR, supra note 7, at 119（citation omitted）.
Ⅱ　州憲法への単一主題ルールの導入
　本稿は、単一主題ルールを検討対象とするが、多くの州憲法では、「法
案の表題はその内容を正確に表すものであること」を要求するいわゆる表
（894）
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題要求が、単一主題ルールと同じ節、または同じパラグラフに規定されて
いるので、まず表題要求について取り上げ、それから単一主題ルールを扱
う。ただし、以下に見るように、両者の起源は別々のものである。
Ａ　表題要求
　もともと、イギリスにおいては、法案にはタイトルは与えられず、用い
られる場合でも、法律の一部とは考えられていなかったが、アメリカにお
いても、建国初期には同様の見解がとられていた
（逢）
。Thomas Cooleyによれ
ば、法律のタイトルは、「それが制定法の本体が何らかの点で曖昧である
とか疑わしい場合に、立法者の意図を示すものと見られたとしても、法律
それ自体の規定を広げたり拘束したりすることはできず、それ故、法律の
規定と表題とが矛盾する場合には、法律の規定が優先する。この理由は、
昔は、表題は全くつけられておらず、後に、表題が導入されるようになっ
たときには、それらは通常、法案が最初に可決された議院の書記によって
準備され、議員からはほとんど注意されなかったことにある。それらは、
法案の内容や目的についての書記の理解を示すものであって、議院のそれ
ではなかった。それゆえ、それらは、立法意図についての知見をほとんど
与えないものとみなされた
（葵）
。」
　法案のタイトルがその内容を表現していなければならないという、タイ
トル要求の規定が州憲法中に初めて登場したのは、1798年のジョージア
州憲法であった
（茜）
。この規定が憲法典に盛り込まれた原因として挙げられる
のは、州所有の土地売買をめぐる、いわゆるヤズー・スキャンダルであ
る。ヤズー・スキャンダルとは、ジョージア州所有の土地が低廉な価格で
売却され、それを購入した土地会社が転売によって莫大な利益を上げたの
だが、実はその売却を可能にした法律を採択した議会の議員のほとんど
が、それらの土地会社に買収されていたというものである
（穐）
。ここで問題と
なった法律であるが、その表題は法律の内容を正確に表現しておらず、そ
のことも、このような腐敗行為を可能にした一因であると考えられたので
ある。
（893）
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　表題要求は、その後、多くの州憲法に取り入れられたが
（悪）
、表題要求の目
的としては、次の２点が挙げられてきている。
表題要求は、最も重要なことに、「それについて耳にする機会を持て
るように、検討されている立法の主題について…人々が公正に通告さ
れることを確実にするよう企てられている」。第二に、法案の主題全
体がタイトルに表明されることを要求することによって、「立法プロ
セス内での不意打ち」を挫折させ、また、採決前の法案の本体に関連
しない修正を内密に挿入することを立法者に禁じている
（握）
。
　そして、「これら二つの目的は、19世紀における特殊利益立法に対する
広く見られた懸念を反映している
（渥）
」。
Ｂ　単一主題ルール
　初めて単一主題ルールを盛り込んだ州憲法は、1818年のイリノイ州憲
法である
（旭）
。ただし、そこでは、主題が単一でなければならないとされたの
は、議員と公務員の俸給に関する法律のみであった。その後、1843年に
は、ミシガン州が、金銭の借り入れや州債の発行を授権する法律を単一の
主題に限定する憲法修正を採択している
（葦）
。あらゆる種類の法律に一般的に
適用される単一主題ルールは、1844年にニュージャージー州憲法への修
正に初めて置かれた
（芦）
。ニュージャージー州憲法の規定は次のようなもので
あった。
互いに適正な関係を有しない事柄が一つの同じ法律に混合されること
から生じうる不適正な影響を避けるために、全ての法律は一つの主題
のみを含み、それは表題に表明されていなければならない
（鯵）
。
　その後、多くの州で、主題＝表題条項が憲法に盛り込まれたが、その原
動力になったのは、立法部への不信であった。例えば、ペンシルバニア州
では、1874年の州憲法改正によって、主題＝表題条項を含む、立法手続
に関する多くの規定が州憲法に盛り込まれたが、そのときの憲法制定会議
の「主要な争点は、立法府改革であった
（梓）
」。ある歴史家は、この憲法制定
会議について、次のように記している。
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会議録全９巻の討議を斜め読みしただけでも、何頁もが立法府に関す
る演説に費やされており、1872年から73年にかけての憲法制定会議
の主要な目的が議会の濫用を抑制するという願望であったことが明ら
かである。これらの討議は、今日読むと、率直さに驚かされるが、立
法府の浅ましさを臆することなく認めている
（圧）
。
　今日では、ニューイングランドの諸州などを除く、ほとんどの州の憲法
に、単一主題ルールが盛り込まれているが
（斡）
、それらにはいくつかのヴァリ
エーションがある
（扱）
。
　まず、一定の内容の法案にのみ単一主題ルールを適用している州憲法も
若干数存在している。例えば、歳出法案（appropriation bill）である
（宛）
。ミ
シシッピ州憲法は、次のように、一般歳出法案の内容を限定するととも
に、それ以外の歳出法案について、単一主題ルールを規定している。
一般歳出法案は、政府の執行部、立法部若しくは司法部の通常の支出
を支払うための支出、公債の利息を支払うための支出、又は公立学校
（thecommonschool）を維持するための支出しか含んではならない。
その他の全ての歳出は、一つの主題しか含んでいない個別の法案によ
ってなされなければならない。…
（姐）
　単一主題ルールが特別に適用されるもう一つの例としては、個別法案を
挙げることができる。ニューヨーク州憲法は、「いかなる個別法案又は地
域的個別法案（private or local bills）も、立法部が議決することのできる
ものは、一つよりも多くの主題を含んではならず、その主題は、タイトル
に明示されなければならない。」と定めている
（虻）
。
　多くの州憲法は、このように単一主題ルールが適用される法案を限定的
に列挙するのではなく、原則として全ての立法に単一主題ルールが適用さ
れるとしている。その上で、例外を明記している場合も少なくない。単一
主題ルールの例外として挙げられているのは、一般歳出法案や、法典
化・編纂のための法案などである
（飴）
。この点、一般歳出法案を例外として挙
げている州憲法の中には、一般歳出法案の許容される内容を規定し、他の
全ての歳出法案には単一主題ルールが適用されるとするものがある
（絢）
。
（891）
27
　このように、特に歳出法案や個別法案に限って単一主題ルールを適用す
る州のあることなどからも、単一主題ルールが目的とするものは伺える
が
（綾）
、一般に、単一主題ルールの目的としては、次のようなものが挙げられ
てきている
（鮎）
。①共通の基礎を有しないが、それら自身の値打ちでは過半数
の賛成票を集められないという見通しから複数の提案を一つの法案に結合
させることの防止、②一つの法案に、そのタイトルが何の情報も与えない
規定が挿入されて意図せずしてうっかり採択されてしまうことの防止、③
様々な法案に含まれている事項を公衆に公正に知らせること、④立法府が
採択した事項について詐欺や欺瞞を防止すること、⑤知事の拒否権の希釈
を防止すること
（或）
、である。
　これらのうち、①がもっともよく挙げられる目的である。互いに関連性
のない複数の提案が、「それら自身の値打ちでは過半数の賛成票を集めら
れないという見通しから」、それぞれの提案者である議員が互いの提案す
る法案に賛成しあうことで、それぞれの成立を図ることは、「ログローリ
ング（logrolling）」と呼ばれ、政党規律の弱い合衆国においては、よく見
られる
（粟）
。ログローリングは、必ずしも「複数の提案を一つの法案に結合さ
せること」を必要としないが、法案の数が多くなればそれだけ提案全ての
成立は困難になるので、それらの提案を盛り込んだオムニバス法案が好ま
れるのは、ごく自然であろう。
Ｃ　20世紀の州憲法と単一主題ルール
　以上見てきたように、19世紀半ば以降多くの州憲法に盛り込まれてき
た立法手続に関する規定は、立法部への不信、もっといえば特殊利益立法
を防止するという目的から導入されたものであった。
　20世紀に入ると、州憲法の修正・改正ラッシュは、一段落する
（袷）
。そし
て、これらの規定は一般に削除されることなく
（安）
、逆に、新しく合衆国に加
盟した新州の憲法にも取り入れられている。例えば、アラスカ州憲法は、
単一主題ルールについて、次のように定めている。
すべての法律案は、一つの主題に限定されるものとする。ただし歳出
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予算案又は現行法の集成、改正、若しくは再編成の場合はこの限りで
ない。歳出予算案は、歳出事項に限定されるものとする。各法律案の
主題は、表題に明示される。法律の制定条項は、「本法律はアラスカ
州議会によって制定された」とする
（庵）
。
　また、同様に20世紀半ばに州となったハワイ州も、その憲法典で単一
主題ルールを規定している
（按）
。これら二つの州憲法はともに、19世紀の州
憲法に比較して、「簡潔であり、合衆国憲法の規定との重複を避け、州法
律にゆずるべき事項はこれをゆずっている
（暗）
」と評価されているが、にもか
かわらず、単一主題ルールなどの立法手続に関する規定が維持されている
ことは、その重要性の認識が州憲法の伝統においてはなお保持されている
ことを示しているように思われる。
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Ⅲ　単一主題ルールに対する評価
Ａ　学界における消極的な評価
　学界に目を転じると、20世紀の初めには、州憲法の詳細な立法手続に
関する規定に対して、合衆国における立法学のパイオニアの一人である
Ernst Freundによって、次のような評価がされている。
　［法案の］スタイルについてのこれらの要求が立法実務と制定法の
明晰さに全体として便益的な効果を有してきたことは認められるが、
無視されてはならない逆の面も有している。それらは、数多くの訴訟
を引き起こしてきている；それらは、便益的な制定法の無効をもたら
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してきている；それらは起草者をまごつかせ（embarrass）、そして、
過剰な注意を通じて、望ましくない実務慣行を誘発している、特にタ
イトルの冗長さにおいて。後者は欠陥のリスクを増大させる。裁判所
はリベラルな解釈に傾いているが、少数の事件においては、擁護でき
ないほど、そして、不合理なほど杓子定規（technical）である。そし
て、疑念や訴訟、それらを回避するための望ましくない煩わしさを産
み出すのは、その少数の事件なのである。
　それらの諸要求は、立法府を詐欺や不意打ちから保護し、ログロー
リングの慣行を止めるために導入された。その諸規定を採用しなかっ
た州の経験は、恐らく、それらが今は70年前ほどには必要でないも
のであること、よりよい実務が世論によって強いられてきているこ
と、改善の便益は付随するリスクや害悪なしに享受されうることを示
すであろう。
　これらのリスクは、制定法の採択後極めて短い期間に、これらの規
定のいずれかの違反を理由としてそれを裁判所で問題にする権利を限
定することによって大いに減少しうるかもしれない。そして類似の制
限は、手続的な要求に適用されるべきである。憲法が形式的・手続的
な要求で対抗しようとした危険は、必然的に、時の経過によって実体
のないものとなる一時的で短命の性格のものである
（案）
。
　ここでは、規定の目的自体には好意的なものの、その弊害が問題視され
ている
（闇）
。利益集団多元的民主主義を肯定するのであるならば、ログリーリ
ングの防止という目的自体が不当であるという議論もあり得るのである
が
（鞍）
、単一主題ルールと絡めてかかる議論をしているものはほとんど見られ
ないように思われる
（杏）
。
Ｂ　裁判所による執行
　主題＝表題条項のような、立法手続に関する州憲法上の規定が裁判所に
よってどのように執行されるべきなのか、そもそも執行されるべきなの
か、という問題があるが、「立法手続に対する州憲法上の拘束を執行する
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ことに対しては、広い範囲で衝突する司法の姿勢が存在する
（以）
」。
　一方の極には、そもそも司法執行可能ではないという見解がある。例え
ば、1856年のオハイオ州最高裁判決は、オハイオ州憲法の単一主題ルー
ルは任意的なもの（directory）であると判示していた
（伊）
。また、1968年のモ
デル州憲法第６版においては、単一主題ルールは、「司法審査に服さな
い、憲法上の責任である」と明文で規定されている
（位）
。
　他方で、厳格に執行されるべきだとする見解が理論的にはあり得る。し
かし、多くの州裁判所は、任意的なものであるとはしないまでも、緩やか
な解釈をとってきている
（依）
。
Ｃ　近年における積極的な評価
　以上のような批判にもかかわらず、近年、主題＝表題条項に対する肯定
的な評価がしばしば見られる。
１　連邦憲法への導入の提案
　州憲法にみられるこれらの規定に対する積極的な評価を、もっとも端的
に示すのは、これらの規定を連邦にも導入すべきであるという提案であろ
う
（偉）
。
　例えば、Nancy Townsendは、連邦の財政赤字に対応する支出統制の方
法として、一般に、連邦議会自身を制約するか、大統領の拒否権限を強化
するかという二つの方法があるが、歳出法案をログローリングするという
実務によって後者は弱められているとする。そして、そのような状況に対
応するために、項目別拒否権としての単一主題ルールを合衆国憲法の修正
によって取り入れるべきだと主張した
（囲）
。
　Brannon P. Denningと Brooks R. Smithもまた、①ポークバレル支出を限
定すること、②付加条項を通じての立法という現象をコントロールするこ
と、③ログローリングによって生み出されるオムニバス法案を限定するこ
と、④連邦議会とその議員の制度的なアカウンタビリティを増すことを目
的に、連邦憲法を修正して、単一主題ルールを導入することを提案してい
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る
（夷）
。注目されるのは、彼らは、その提案が、最近の立法理論・憲法理論と
調和していると主張している点である。そのような理論として彼らが挙げ
ているのは、公共選択論、代表補強論、そして、「法形成のデュー・プロ
セス（Due Process of Lawmaking）」論である。
　近年、合衆国の立法学に関する文献では、単一主題ルールが扱われるよ
うになってきており
（委）
、またそれらにおいて、「法形成のデュー・プロセ
ス」論と関連づけて議論されていることがしばしば見られる
（威）
。そこで最後
に、「法形成のデュー・プロセス」論を紹介して、単一主題ルール、ひい
ては州憲法上の立法プロセスに関する諸規定を評価するための示唆を得る
ことにしたい。
２　法形成のデュー・プロセス
　「法形成のデュー・プロセス」という語は、もともと、オレゴン州最高
裁の裁判官にもなった、Hans A. Lindeによるものである
（尉）
。Lindeは、合衆
国憲法の第５修正・第14修正の「デュー・プロセス」の要求とは、法律
の実体に焦点を合わせるものではなく、「正統な法形成プロセスに従って
作られたのではない法によって生命や自由や財産を政府は奪うことができ
ないということ」を意味するものであると論じた
（惟）
。
　その後、この語は Linde自身の手から離れて、様々に、もう少し広い意
味を有するものとして使われるようになった
（意）
。以下では、それらの議論の
うちで、もっとも詳細な検討を行っているように思われる、William N.
Eskridge, Jr.、Daniel A. Farber、Philip P. Frickeyの議論を中心に紹介す
る
（慰）
。
　先の Lindeによる定義から、問題となるのは、いったい何が「正統な法
形成プロセス」であるかということである。Frickeyらは、「法形成の
デュー・プロセス」を、次の３つのモデルに分類している。第一に、ある
種の意思決定は、それにふさわしい機関によってなされなけければならな
いという、構造モデルである
（易）
。「法形成のデュー・プロセス」のもう一つ
は、熟慮モデルである。すなわち、立法は立法府における熟慮の産物であ
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ることを要求する。最後に、「法形成のデュー・プロセス」には、立法手
続の遵守を要求するものがある。
　これらのモデルは、判例で採用されてきたとは言い難い
（椅）
。とはいえ、
「手続的規則性のモデルの適用の例は存在する。州において、裁判所は、
一つの法律は一つの主題しか含んではならないというよくある州憲法上の
要求を検討するとき、このモデルと取り組んでいる
（為）
」。
　ところで、このような、立法の実体にではなく、それが形成されたプロ
セスに焦点を合わせることには、次のような批判があり得よう。すなわ
ち、プロセスを理由として、実体的には同じ内容の法律がある場合には合
憲とされ、ある場合には違憲とされうるのは、不合理ではないかという批
判である
（畏）
。
　これに対して考えられる応答の一つのタイプは、プロセスの違いが結果
の違いを―少なくとも統計的には―生み出すというものであろう。「手続
的規則の均一な執行は、平均として、よりよい結果を生み出す傾向がある
と我々は信じている」という Frickeyらの言明は
（異）
、この種の応答の一つで
ある。
　考えられるもう一つの応答のタイプは、プロセスの相違が結果の相違に
直接結びつかないとしても、結果に対する人々の信頼という点で相違をも
たらしうる、というものである。この点、「Lindeの法形成のデュー・プ
ロセス・モデルの核心には、手続的な清廉さ（integrity）と立法の実直さ
（honesty）への関心があり、それらは、翻って、立法プロセスの実体が
正統なものとして公衆に見られることを保証するのである」と指摘されて
いる
（移）
。
　単一主題ルールが課された立法プロセスということでいえば、それは、
秩序正しい法律制定手続をもたらし、特殊利益立法を抑制すると考えられ
たがゆえに、各州の憲法に取り入れられた。後者は第一のタイプの正当化
理由と位置づけることができよう。前者については、第二のタイプの正当
化理由と位置づけることができるように思われる。
　法形成のデュー・プロセス論の、これとは異なる次元の問題点は、そも
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そもそれは憲法上いかなる根拠を有するのか、そしてまた、いかなる要求
が立法者に課せられているのか、というものであろう。単一主題ルールに
ついていえば、すでにほとんどの州憲法に明文規定があり、求められてい
ることも、「熟慮」の要求などに比べれば相対的に明確であるということ
ができよう
（維）
。
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おわりに
　本稿は、集合的決定としての立法の手続的・制度的側面を憲法学的に探
究することを目的として、その手がかりを、合衆国の州憲法のほとんどに
見られる立法手続に関する規則、特に、いわゆる単一主題ルールに求め
た。以上の検討から、さしあたり、それは秩序正しい法律制定手続をもた
らし特殊利益立法を抑制すると考えられたこと、他方で、その執行に付随
するコストは継続的に指摘されてきたこと、にもかかわらず連邦のレベル
にもかかる規定を導入する提案がなされていることが明らかになったもの
と思われる。
　ところで、州憲法に見られるかかる規定の存在理由は、他方で、合衆国
憲法を論じる際に従来念頭に置かれていた「立法」観とは、一見したとこ
ろ両立しがたいように思われる。立法の「民主的」正統性は、従来、アメ
リカ憲法研究において公理のごとき地位を占めてきた感があるが、今後、
州憲法における「立法」の位置づけを、そしてそれと連邦憲法における
「立法」の位置づけとの関係を検討することで、「アメリカ憲法」の理解
に、加えて、憲法（学）が想定する民主主義の理解にも、一定の寄与をな
し得るのではないかと期待される。
　本稿は科学研究費補助金・若手研究（B）（課題番号18730025）による研究成果
の一部である。
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